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長寿医療研究開発費 ２０２５年度 総括研究報告 

 

デジタルヘルステクノロジーによるフレイル予防対策の確立に向けた基盤的研究 

（２４－２） 

 

主任研究者 佐竹 昭介 国立長寿医療研究センター （部長） 

 

研究要旨 

 本研究では、１）高齢者におけるデジタルヘルステクノロジー（DHT）の利用状況につ

いての実態調査、２）DHT 利用の有無と将来の健康障害との関連性解析、そして３）昨

年度の予備調査の結果に基づいた DHT による多施設ランダム化比較試験の計画を作成、

を行った。 

 大須賀らは、東浦町の地域在住高齢者 412 名の DHT 利用状況と臨床像を解析し、DHT

を利用できない高齢者の特徴として、高齢であること、高学歴の割合が少ないこと、目の

疾患が多いこと、ヘルスリテラシーや精神的健康度が低いこと、過去 1 年に行った運動数

が少ないことを見出した。 

 笹井らは、板橋健康長寿縦断研究に参加した非フレイル高齢者 684 名を 3 年間追跡し、

デジタルデバイス利用者は、プレフレイルからロバストへの改善が有意であることを示し

た。また、昨年度の予備試験を踏まえて、多施設ランダム化比較試験のプロトコルを作成

した。 

 大倉・荻田らは、兵庫県香美町に在住する高齢者のうち、介護保険の認定がなく施設入

所や入院をしていない高齢者 5400 名を対象として、情報通信技術（ICT）の活用状況と

登録後の新規要介護発生および死亡について、フレイル状態別に解析した。その結果、フ

レイル群において、ICT 活用群では顕著な非介護認定期間延長を認め、ICT 活用がフレイ

ル高齢者の生活機能維持と関連していることを示した。 

 鳥井らは、京都大学医学部附属病院免疫膠原病内科に外来通院する SLE 患者 300 名、

筋炎患者 150 名を対象に、フレイル状態や DHT 利用状況について調査した。全体的な

DHT 利用率は 90％以上で、LINE、YouTube、Instagram 等の利用頻度が高いことを示

した。 
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  荒井 秀典  国立長寿医療研究センター （理事長） 

  大須賀 洋祐 国立長寿医療研究センター （副部長） 

  笹井 浩行  東京都健康長寿医療センター （研究副部長） 

  大倉 美佳  山梨県立大学 （教授） 

  荻田 美穂子 滋賀医科大学 （准教授） 

  鳥井 美江  奈良県立医科大学 （教授） 

 

Ａ．研究目的 

近年、情報通信技術（ICT）の発達に伴い、高齢者におけるインターネット利用率は

年々増加している。インターネットは、高齢者にも重要な情報取得手段となってきてお

り、健康や医療に関する情報検索としても普及している。 

ICT に基づくデジタルヘルステクノロジー（DHT）は、健康情報へのアクセスのみなら

ず、社会とのつながり（ソーシャルサポート）の維持・拡大や、生活習慣の管理にも用い

られ得る。このような新しい生活様式の獲得が、フレイルの予防や改善の手段として有効

であるか否かの知見を積み重ねる必要がある。 

一方で、高齢者ではデジタルデバイドに直面し、DHT による利便性を享受することが

困難である可能性も考えられる。従って、高齢者における DHT の利用状況や臨床像な

ど、実態を把握するための調査が必要である。また、今後も進化すると考えられる DHT

の有効性を大規模に検証するため、多施設コホートを構築することも必要である。 

このような背景を踏まえ、本研究では、プレフレイル高齢者の DHT 使用状況および

DHT ユーザーの臨床像を把握すること、プレフレイル高齢者の予後および DHT の有

用性を明らかにすること、プレフレイル高齢者を対象とした予備的ランダム化比較試験

を実施すること、多施設ランダム化比較のプロトコル作成を行うことを目的としてい

る。 

 

Ｂ．研究方法 

【東浦研究】 

本研究は、2024 年度に実施した、愛知県東浦町に在住する 65 歳以上の高齢者を対象と

して実施した郵送調査と会場調査にてデータ収集を行った。DHT の使用は、「パソコンや

スマートフォンを用いて健康情報を入手したり、健康状態を管理したりしていますか。」

という質問に対する回答で 3 群に分け、臨床像の比較を行った。 

【京都大学免疫膠原病内科コホート研究】 

京都大学医学部附属病院免疫膠原病内科に外来通院した SLE 患者約 300 名、筋炎患者

約 150 名を対象とし、スマートフォンやタブレット等のデバイスの利用状況、ＳＮＳや動

画配信サービス等の利用状況について調査した。 

【板橋健康長寿縦断研究】 
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本研究は、板橋健康長寿縦断研究のデータを用いた３年間の縦断観察研究である。対象

は、ベースライン時点で 65～84歳の非フレイル高齢者（改訂版 J-CHS基準）とし、3年後

の追跡調査時に必要なデータを有する者とした。スマートフォン、タブレット、パソコン

等の少なくとも一つを現在利用している場合を、デジタルデバイス利用ありと定義した。

利用の有無と、３年後のフレイル状態の悪化（ロバスト→プレフレイル、プレフレイル→

フレイル）をアウトカムとしたロジスティック回帰分析を行った。また、3年後調査時点

における過去 1年間の転倒、認知機能低下、うつ状態発生、精神的健康度低下についても

同様に解析を行った。 

【香美町コホート研究】 

本研究は、兵庫県香美町に在住する介護認定のない 65歳以上の高齢者を対象としたコ

ホート研究である。ベースライン時点でのフレイル状態は基本チェックリストにて評価

し、ICT活用状況は「携帯電話やパソコンでのメール送受信」および「ビデオや DVD機器

の操作」を行っているか否かで評価した。登録から 5年後までの新規要介護認定および死

亡をアウトカムとした Cox比例ハザードモデルで解析を行った。 

【多施設ランダム化比較試験プロトコル作成研究】 

 本試験は、プレフレイル（改訂版 J-CHS基準）に該当した 65歳以上の高齢者を対象と

し、mHealthアプリ「オンライン通いの場」による介入を行う多施設、ランダム化、評価

者盲検、並行群間比較試験として設計した。介入群にはスマートフォン利用講習とアプリ

利用の説明会を定期的に行い、対照群には介入群と同様のスマートフォン利用講習と健康

教育を同じ頻度・回数で実施する。 

 主要評価項目は、介入終了時における 1日当たりの平均歩数とし、事前、8週間後、6

ヵ月後、12ヵ月後、18ヵ月後において、活動量・歩数評価をそれぞれ 1週間実施する計

画とした。主要解析は、事前測定値が得られたすべての対象者を解析対象とし、ANCOVAま

たは反復測定混合効果モデルを用いて解析する。 

 

（倫理面への配慮） 

【東浦研究】 

研究は「ヘルシンキ宣言」及び「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指

針」を遵守し、同指針に則り計画され、国立長寿医療研究センターの倫理・利益相反委員

会の承認（1808-6）を得た上で行われた。 

【京都大学免疫膠原病内科コホート研究】 

本研究は、京都大学医学部附属病院倫理委員会の承認（承認番号：R4667）を得て実施

した。 

【板橋健康長寿縦断研究】 

本研究は「ヘルシンキ宣言」に準拠し、東京都健康長寿医療センター倫理審査委員会の

承認（R21-056）を受けた。 
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【香美町コホート研究】 

本研究計画は、国立研究法人国立長寿医療センター倫理・利益相反委員会及び滋賀医科

大学倫理審査委員会の承認を得て実施した。 

【多施設ランダム化比較試験プロトコル作成研究】 

「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」を遵守し、同指針に則り計

画を行った。研究計画は、東京都健康長寿医療センター研究所倫理審査委員会の承認を受

けた（承認番号：R25-077、承認日：2026年 2月 12日）。 

 

Ｃ．研究結果 

【東浦研究】 

2024 年 8 月に 4467 名へ郵送調査票を送付し、1802 名から同意を得た。会場調査に参

加した対象者のうち、データに欠損のない 412 名を解析に利用した。パソコンやスマート

フォンを用いた健康情報の入手・健康状態の管理を「している者」、「していないが、でき

る者」、「できない（機器を持っていない）者」の３群に分けた時、年齢、最終学歴、目の

治療歴あり、ヘルスリテラシー、認知機能、過去 1 年間に行った運動・スポーツの数、処

方薬数、疾患数、精神的健康状態、抑うつ気分に有意差が見られた。多重比較を行った結

果、「できない（機器を持っていない）者」は、その他の２群よりも高齢で、抑うつ傾向

が強く、過去 1 年間に行った運動・スポーツは少なく、認知機能、ヘルスリテラシー、精

神的健康状態は有意に低かった。 

【京都大学免疫膠原病内科コホート研究】 

ソーシャルネットワーキングサービスやアプリケーションの利用は、LINE が最も多く

91%、続いて YouTube 67.7％、Instagram 52.2%、X 29.3%、Facebook 14.8%、TikTok 

17.1%、ニコニコ動画 1.6％であった。 

【板橋健康長寿縦断研究】 

板橋健康長寿縦断研究に参加した非フレイル高齢者 684名を 3年間追跡し、日常的なデ

ジタルデバイス利用と健康転帰との関連を解析した。デジタルデバイス利用者では、プレ

フレイルからロバストへの改善オッズが有意に高かった［調整オッズ比 2.26（95%信頼区

間：1.01–5.62）］。一方、フレイル進行、転倒、認知機能低下、うつ状態発生、精神的

健康度低下との有意な関連は認められなかった。 

【香美町コホート研究】 

分析対象者は 2,992 名で、ICT 活用群ほど新規要介護認定までの期間が長かった。ICT

活用なし群に比べ、活用種類が多いほど要介護リスクが低下した。フレイル状態別に解析

をした時、フレイル群において、ICT 活用群で顕著な非介護認定期間延長を認め、ICT 活

用がフレイル高齢者の生活機能維持と関連していた。生存期間も ICT 活用群において長い

傾向があったが、フレイル状態別の解析では ICT 活用と死亡との間に有意な関連は認めな

かった。 
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【多施設ランダム化比較試験プロトコル作成研究】 

 2025年度には、研究実施計画書、説明文書・同意書、介入手順、評価手順、データ管理

方法、統計解析方針を整備し、2026年 2月 12日に倫理審査承認を得た。さらに、2026年

度初頭の UMIN-CTR登録（UMIN000061313）および板橋サイトでの対象者組み入れ開始に向

けた実施体制を整えた。 

 

Ｄ．考察と結論 

 今年度の研究では、地域在住高齢者における DHT の利用状況とその臨床像、および利

用状況別の追跡調査の解析を行った。その結果、DHT を利用できない高齢者は、ヘルス

リテラシーや精神的健康度が低く、過去 1 年に行った運動数が少ないことを示した。これ

らは、DHT を利用できない高齢者の長期的な予後の悪化を示唆している。この推測は、

縦断調査において、デジタルデバイスの利用者はプレフレイルからロバストへ改善する確

率が高いことや、ICT 機器活用者ほど新規要介護認定までの期間が長いことから、一定の

妥当性を有することが示され、DHT の利活用は健康状態に望ましい影響をもたらす可能

性が示唆された。これらの結果と昨年度の予備調査を踏まえ、多施設ランダム化比較試験

のプロトコルを作成し、倫理審査承認ならびに試験登録、実施体制の整備を行った。 

 一方、自己免疫疾患を有する患者では、若年でもフレイルを有するリスクが高く、SLE

患者では平均年齢 50.8 歳でフレイルの割合が 24.4％と、地域在住高齢者の後期高齢者レ

ベルの割合を示した。これらの患者のデジタルデバイス利用率は高く、地域在住高齢者に

おける DHT との関連性とは異なる可能性がある。 

 また、DHT の利用状況とその臨床像の解析において、DHT 利用が困難な群では、目の

治療歴を有する者の割合が多いことが示された。現在のデジタル機器の多くは、視覚情報

への依存が大きく、視機能低下がある場合は、デジタル機器利用を妨げる要因となりう

る。高齢者では、白内障や緑内障、加齢黄斑変性症などの視覚障害が増加するため、視機

能を通じて実施されるデジタル情報の入手は、心理的・身体的負担を増加させている。こ

の点を踏まえ、視覚機能への配慮を含めたアクセシビリティの支援が重要であることが確

認された。このような知見は、DHT を用いた介入試験において配慮すべき事項である。 

 昨年度までのパイロット研究結果に、本研究班の知見を合わせて、DHT を利用したラ

ンダム化比較試験のプロトコルを予定よりも早く作成することができた。その有用性を確

認するための研究を次年度から開始する予定である。 

 

Ｅ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｆ．研究発表 

  １．論文発表 
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